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は じ め に 

 

地球温暖化は、地球規模での気候変動を引き起こし、我が国においても平均気温の上

昇、豪雨・台風等による自然災害、農作物や生態系への影響等が観測されています。地

球温暖化の問題は、その影響の大きさや深刻さから見て、最も重要な環境問題の一つと

されています。 

国際的な動きとしては、2015 年 12 月に国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議

(COP21)がパリで開催され、地球温暖化対策の国際的な枠組みである「パリ協定」が採

択されました。また、同年に国連サミットで採択された「持続可能な開発目標（SDGｓ）」

にも、エネルギーや気候変動など地球温暖化に関するものが国際目標として掲げられて

います。 

我が国では、1998 年に「地球温暖化対策の推進に関する法律(以下「温対法」という。)」

が制定され、地球温暖化の対策について、国、地方公共団体、事業者及び国民それぞれ

の責務を明らかにするとともに、一体となって取り組むための枠組みが定められました。 

2020 年 10 月に内閣総理大臣が、2050 年までに温室効果ガスの排出をゼロにする「脱炭

素社会」の実現を目指すことを宣言しました。そして 2021 年 4 月には、2030 年度にお

いて、温室効果ガス 46％削減（2013 年度比）を目指すこと、さらに 50％の高みに向け

て挑戦を続けることを表明し、同年 10 月に、地球温暖化対策計画の５年ぶりの改定が

閣議決定されました。 

 本計画は、こうした地球温暖化問題とその対策を踏まえ、温対法第 21 条に基づき、

市の事務・事業に伴って排出される温室効果ガスの排出削減等を計画的・継続的に取り

組むための方向性を定めたものであり、令和３年度で計画期間が終了する「佐伯市地球

温暖化対策実行計画(第１期：平成 19 年５月策定、第２期：平成 24 年３月改定、第３

期：平成 29 年３月改定。以下「旧計画」という。)」の第４期を策定したものです。 
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１ 計画の目的 

市役所は、市内において温室効果ガスの排出規模の大きい事業者の１つであるととも

に、市民・事業者の自主的かつ積極的な活動促進を図るためには、行政の率先した取組

が必要です。このような認識のもと、本計画では温対法第 21 条に基づき、市の事務・

事業から排出される温室効果ガスの削減等を図り、地球温暖化対策の推進を図ることを

目的としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の期間 

 本計画の期間は、令和４年度から令和８年度までの５年間とします。ただし、目標達

成状況や国の政策動向等により、必要に応じ計画の見直しを行います。 

 

３ 計画の範囲 

（１）対象とする事務・事業 

計画の対象とする範囲は、本市が行うすべての事務・事業とし、庁舎におけるもの

のみならず、廃棄物処理、上下水道、公立学校(小学校・中学校・幼稚園)等の事務・

事業も含まれます。 

 

（２）対象とする施設・組織 

対象とする施設は、①本市が設置し、又は管理するすべての施設（注1）、②公用車 

（注2）及び③市営船舶とします。したがって、市長部局、教育委員会等すべての組織

が実施する事務・事業が対象となります。 

注1： 指定管理者制度導入の施設等、外部にて管理運営している施設を含みます。市 

営住宅等の個人の住居に伴う部分や道路関係（街灯等）は対象外とします。 

注2：  原則、職員が直接使用するものに限ります。 

 

温対法（地球温暖化対策の推進に関する法律）（抄） 
（地方公共団体実行計画等） 

第 21 条 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、当該都

道府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保

全及び強化のための措置に関する計画（以下「地方公共団体実行計画」という。）を策定する

ものとする。 
２～７ （省略） 
８ 都道府県及び市町村は、地方公共団体実行計画を策定したときは、遅滞なく、単独で又は共

同して、これを公表しなければならない。 
９ （省略） 
10 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、毎年一回、地方公共団体実行計画に基づく措

置及び施策の実施の状況（温室効果ガス総排出量を含む。）を公表しなければならない。 
11～12 （省略） 

第１章 計画の基本的事項 
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４ 対象とする温室効果ガス 

計画の対象とする温室効果ガスは、温対法第２条第３項において規定されている温室

効果ガスのうち、二酸化炭素(CO2)、メタン(CH4)、一酸化二窒素(N2O)とします。  

なお、その他の温室効果ガス(ハイドロフルオロカーボン(HFC)、パーフルオロカーボ

ン(PFC)、六ふっ化硫黄(SF6)、三ろっ化窒素(NF3)）については、排出量の把握が困難

であることから対象から除きます。 

【温室効果ガスの種類一覧表】 

温室効果ガスの種類 社会全体における人為的な発生源 主な対策 

温室効果をも

たらす程度

(CO2 対比) 

二 酸 化

炭 素

(CO2) 

エネルギ

ー起源 

電気の使用や暖房用灯油、自動車用ガソリン等の

使用により排出される。 排出量が多いため、京

都議定書により対象とされる6 種類の温室効果

ガスの中では温室効果への寄与が最も大きい。 

エネルギー消費効率

の向上やライフスタ

イルの見直し等 
1 倍 

非エネル

ギー起源 
廃プラスチック類の焼却等により排出される。 エコセメントの普及

等 

メタン(CH4) 

自動車の走行や、燃料の燃焼、一般廃棄物の焼却、

廃棄物の埋立等により排出される。 

二酸化炭素と比べると重量あたり約 21 倍の温室

効果がある。 

埋立量の削減等 

25 倍 

一酸化二窒素(N2O) 

自動車の走行や燃料の燃焼、一般廃棄物の焼却等

により排出される二酸化炭素と比べると重量あ

たり約310 倍の温室効果がある。 

高温燃焼、触媒の改

良等 298 倍 

ハイドロフルオロカ

ーボン(HFC) 

カーエアコンの使用・廃棄時等に排出される。 

二酸化炭素と比べると重量あたり約 140～11,700 

倍の温室効果がある。 

回収、再利用、破壊

の推進、代替物質、

技術転換等 

12～ 

14,800 倍 

パーフルオロカーボ

ン 

（PFC） 

半導体の製造、溶剤等に使用され、製品の製造・

使用・廃棄時等に排出される。 

二酸化炭素と比べると重量あたり約 6,500～

9,200 倍の温室効果がある。 

製造プロセスでの回

収等や、代替物質、

技術転換等 
7,390～ 

17,340 倍 

六ふっ化硫黄（SF6） 

電気設備の電気絶縁ガス、半導体の製造等に使用

され、製品の製造・使用・廃棄時等に排出される。

二酸化炭素と比べると重量あたり約 23,900 倍の

温室効果がある。 

(絶縁ガス)機器点検

時、廃棄時の回収、

再利用、破壊等 
22,800 倍 

(半導体)製造プロセ

スでの回収等や代替

物質、技術転換等 

三ふっ化窒素（NF3） 
半導体製造でのドライエッチングやCVD 装置の

クリーニングにおいて用いられている。 
 17,200 倍 

※ 二酸化炭素(CO2)排出量の算定については、次の場合は対象となりません(排出量ゼロと

みなすことができます。)。 

  ・自然エネルギー(太陽光・風力・水力)等の自家発電で使用した電気 

・木材、木くず、木炭等のバイオマス(生物体)系の燃料 

５ 計画の位置づけ 

本計画は、佐伯市環境基本条例第８条に策定義務のある「第２次佐伯市環境基本計画

(さいき903エコプラン(平成30年３月策定))」の５つの基本目標のうちの１つである

「将来の世代を思いやり、地球環境に貢献するまち」づくりのための個別計画として

位置づけるものとします。 

 



- 3 - 
 

 

 

１ 活動区分別の温室効果ガス排出量 

 令和２年度における本市の事務・事業に伴う温室効果ガス総排出量(CO2 換算)は、

37,557t-CO2 であり、ごみの処理(廃プラスチック類の焼却)と電気の使用に伴う排出割

合が比較的大きい状況となっています。 

【活動区分ごとの二酸化炭素換算排出量】 

 

 

 
 
 

CO2換算排出量

単位 (t-CO2)

Ｈ27 1,462 t 4,634 11% -

R02 1,449 t 4,592 12% 99%

Ｈ27 118 kl 274 1% -

R02 158 kl 366 1% 134%

Ｈ27 492 kl 1,225 3% -

R02 426 kl 1,060 3% 87%

Ｈ27 20 kl 52 0% -

R02 67 kl 173 0% 333%

Ｈ27 156 kl 403 1% -

R02 156 kl 404 1% 100%

Ｈ27 368 kl 997 2% -

R02 273 kl 741 2% 74%

Ｈ27 178 t 534 1% -

R02 153 t 459 1% 86%

Ｈ27 33,754,377 kWh 19,713 45% -

R02 31,245,265 kWh 10,797 29% 55%

Ｈ27 27,417 湿t 474 1% -

R02 28,292 湿t (498) - 105%

非エネル
ギー

Ｈ27 5,316 乾t 14,353 33% -

起源CO2 R02 6,881 乾t 18,676 50% 130%

Ｈ27 3,359,698 m3 234 1% -

R02 3,641,104 m3 248 1% 106%

Ｈ27 35,564 m3 44 0% -

R02 35,216 m3 38 0% 86%

Ｈ27 156 kl 4 0% -

R02 156 Kl 4 0% 100%

Ｈ27 43,329 100% -

R02 37,557 100% 87%

船
舶
の

航
行

船舶の航行量(軽
油使用量)

メタン
一酸化二窒
素

合　　計

下
水
・
し
尿
等

の
処
理

下水処理量
メタン
一酸化二窒
素

し尿・浄化槽汚泥
処理量

メタン
一酸化二窒
素

電気使用量
エネルギー
起源CO2

ご
み
の
処
理

ごみ焼却量
(全量)

メタン
一酸化二窒
素

ごみ焼却量
(廃プラスチック

量)

基準年度比

燃
料
・
電
気
の
使
用

コークス使用量
エネルギー
起源CO2

ガソリン使用量
エネルギー
起源CO2

灯油使用量
エネルギー
起源CO2

軽油使用量
(公用車等)

エネルギー
起源CO2

軽油使用量
(船舶)

エネルギー
起源CO2

Ａ重油使用量
エネルギー
起源CO2

液化石油ガス
(LPG)使用量

エネルギー
起源CO2

排出活動区分
排出する
温室効果ガス

実績
年度

活動量
構成割合

第２章 温室効果ガス排出量の現況（令和２年度実績） 

【令和２年度】 
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２ 施設分類別の温室効果ガス排出量 
温室効果ガスの総排出量(CO2 換算)を施設分類別でみると、すべての施設(ごみ処理関

連施設を除く。)が 33％(12,187t)、ごみ処理関連施設が 65％(24,477t)、公用車・市営

船舶が 2％(893t)の構成です。 

 

 

【施設分類別の温室効果ガス(CO2 換算)排出状況】 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【令和２年度】

本市では、ごみ処理関連施設からの温室効果ガス排出量が大半を占めており、他の施設の

取組状況が見えづらい等の観点を踏まえ、本計画においては次の３つの分類に分け、削減目

標を個別に設定(第３章(P.7)参照)し、管理していくこととします。 

 

【施設分類】 

分 類 

1 すべての施設（ごみ処理関連施設除く。） 

2 ごみ処理関連施設 

3 公用車・市営船舶 

市長部局系

9,739ｔ 26％ 

教育委員会

部局系 

2,448ｔ 7％ 

ごみ処理関連

施設 

24,477ｔ 65％ 

全ての施設 

（ごみ処理関

連施設を除く） 

12,187ｔ 33％ 

公用車・市営船舶 893ｔ 2％ 
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≪ 内 訳 ≫ 
 

【すべての施設(ごみ処理関連施設除く。)】 

 

 

 

 

【ごみ処理関連施設】 

 

 

 

単位

コークス使用量 0 ｔ エネルギー起源CO2 0 0%

ガソリン使用量 5 kl エネルギー起源CO2 10 0%

灯油使用量 312 kl エネルギー起源CO2 777 6%

軽油使用量 7 kl エネルギー起源CO2 18 0%

A重油使用量 273 kl エネルギー起源CO2 741 6%

液化石油ガス（LPG)使用量 153 ｔ エネルギー起源CO2 459 4%

電気使用量 28,628,976 kwｈ エネルギー起源CO2 9,896 81%

メタン 67 1%

一酸化二窒素 181 2%

メタン 28 0%

一酸化二窒素 10 0%

12,187 100%

活動量

3,641,104

35,216

㎥

㎥

下
水
・
し
尿

等
の
処
理

燃
料
・
電
気
の
使
用

下水処理量

し尿・浄化槽汚泥処理量

排出活動区分
排出する

温室効果ガス
CO2換算

排出量（ｔCO2）
構成
割合

単位

コークス使用量 1,449 ｔ エネルギー起源CO2 4,592 19%

ガソリン使用量 0 kl エネルギー起源CO2 0 0%

灯油使用量 114 kl エネルギー起源CO2 283 1%

軽油使用量 10 kl エネルギー起源CO2 25 0%

A重油使用量 0 kl エネルギー起源CO2 0 0%

液化石油ガス（LPG)使用量 0 ｔ エネルギー起源CO2 0 0%

電気使用量 2,616,289 kwｈ エネルギー起源CO2 901 4%

24,477 100%

非エネルギー起源CO2 18676 76%

燃
料
・
電
気
の
使
用

ごみ焼却量
（廃プラスチック類量）

6,881 乾ｔ
ご
み
の

処
理

排出活動区分
活動量

排出する
温室効果ガス

CO2換算
排出量（ｔCO2）

構成
割合

【令和２年度】 

【令和２年度】 
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【公用車・市営船舶】 

 

 

 

 

 

 

３ エコエネルギーの利活用 

 太陽光などのエコエネルギー（再生可能エネルギー）により、石油燃料の代替エネル

ギーとしての利用や消費電力の一部を次のとおり補っています。 

 

【エコエネルギーの導入状況】 

 

 

単位

ガソリン使用量 153 kl エネルギー起源CO2 356 40%

軽油使用量（公用車） 50 kl エネルギー起源CO2 129 15%

軽油使用量（船舶） 156 kl エネルギー起源CO2 404 45%

メタン 1 0%

一酸化二窒素 3 0%

893 100%

CO2換算
排出量（ｔCO2）

構成
割合

航行量（軽油使用量） 156 kl

排出活動区分
活動量

排出する
温室効果ガス

燃
料
の

使
用

航
行

種類 設置場所 設備規模 用途
設置
年度

佐伯市立松浦小学校 40kw 施設内消費、余剰分は売電 H14

佐伯市消防署 15kw 施設内消費 H22

佐伯市立鶴谷中学校 40kw 施設内消費、余剰分は売電 H23

佐伯東地区公民館 10kw 発電全量売電 H24

佐伯市役所 49.98kw 発電全量売電 H25

佐伯中央病院アリーナ 20kw 施設内消費 H26

佐伯市立八幡小学校 20kw 施設内消費、余剰分は売電 H26

佐伯市消防署　蒲江分署 5.5kw 施設内消費 H26

佐伯市消防団　城南機庫 5kw 発電全量売電 H26

佐伯市立蒲江翔南学園 40kw 施設内消費 H27

佐伯市立渡町台小学校 15kw 施設内消費 H28

道の駅やよい 15kw 施設内消費 H28

鉱泉センター直川 15kw 施設内消費 H28

佐伯市蒲江振興局 10kw 施設内消費 H29

廃棄物発電（※1） エコセンター番匠 1,600kw
工場内消費、余剰分は売電

（R2年度実績発電量　9,281,099kw）
H14

太陽光発電

(※1) 廃棄物発電 ： ごみを処理する際に生じた排熱（熱エネルギー）を利用した発電

【令和２年度】 

【令和２年度】 
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１ 全体目標 

旧計画に引き続き、市の事務・事業から排出される温室効果ガス総排出量の削減に

ついて、次のとおり目標数値を掲げます。 

 

 

 

 

※ 目標設定の基準とする年度は、本計画の策定時点で温室効果ガスの排出量を把握して 

いる令和２年度（最新の年度）とします。 

※ 全体目標の数値は、「２ 個別目標」から積算した数値です。 
 

２ 個別目標 

全体目標の達成に向け、次のとおり個別項目ごとに数値目標を掲げます。 

個別設定項目 数値目標 

すべての施設 

(ごみ処理関連施設を除く。) 
6％(731tCO2)以上削減 (注 1) 

ごみ処理関連施設 

電気・燃料の燃焼に伴う排出 

6％(348tCO2)以上削減 (注 1） 

ごみの焼却に伴う排出 (注 2) 

5.5％(1,034tCO2)以上削減  

公用車・市営船舶 6％(54tCO2)以上削減 (注 3) 

注 1：  旧計画の目標値及びエネルギーの使用の合理化に関する法律(以下「省エネ法」と 

いう。)に基づく年平均１％以上のエネルギー消費効率改善の努力義務を参照し、設 

定しています。 

注 2： ごみの焼却に伴う温室効果ガスの排出は、市の事務事業全体に対する割合が非常に  

大きく(第２章(P.3～4)参照)、市役所から排出されるごみだけでなく、家庭や事業者

から排出されるごみの量(主に廃プラスチック系のごみ類)や掘り起こしごみ(※)の量

等が影響するため、市役所の事業努力だけでは温室効果ガス排出量の削減が図られる

ものではありません。 

よって、本計画の目標数値は、佐伯市一般廃棄物(ごみ)処理基本計画に準じ、将来

におけるごみ処理量の目標数値を参照し、設定しています。 

なお、佐伯市一般廃棄物(ごみ)処理基本計画の改訂等に伴い、将来のごみ処理量の

目標数値に変更があった場合は、その整合性を図るため、本計画の目標数値において

も適宜見直すこととします。 

注 3： 省エネ法に基づく年平均１％以上のエネルギー消費効率改善の努力義務を参照し、

設定しています。 

 

【全体目標】 
令和８年度までに温室効果ガスの総排出量を 

令和２年度比で 5.8％(2,167tCO2)削減 

第３章 計画の目標 

(※)掘り起こしごみ： 最終処分場の延命化を図るために埋め立てているごみを掘り起こし、 
焼却処理するごみ 
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１ 重点取組 

本市では、本計画の目的及び目標の達成に向け、次のとおり重点事項として位置づ

け、取組を行います。 

 

 

◆ 省エネルギー対策の推進 

電気や燃料等、エネルギー使用量の抑制は、そのまま温室効果ガスの排出量の抑制

につながるため、ムダの削減に努めます。 

また、単なる節約の概念だけでなく、より少ないエネルギーで同一の事務・事業の

目的を達成できるよう、LED 照明器具への切替やＯＡ機器の省電力モード設定、ペーパ

ーレス化など、エネルギー消費効率の向上につながる業務改善にも取り組みます。 

 

◆再生可能エネルギーの活用 

再生可能エネルギー由来の電気の導入や、電気事業者の排出係数及び環境への負荷

軽減に関する取組状況に配慮した契約を実施することにより、CO2 排出量削減を図り

ます。また、公共施設の新築・改築においては、太陽光発電設備等により、再生可能

エネルギーの導入を推進します。 

 

◆ ごみの減量化推進と処理施設の適切な運転 

ごみ処理関連施設の温室効果ガス排出量は、市域全体の処理活動に伴う部分でもあるた

め、大きな割合を占めています。ごみの排出量の削減を図るために、「ごみをつくらな

い、そして出さない工夫」をし、ごみになったものは「最大限再使用」、「再生利用

する」“３Ｒ(リデュース・リユース・リサイクル)”を推進します。 

ごみの焼却処理は省エネルギーに配慮するとともに、効率的かつ有効的な方法で熱回収を

行い、焼却処理後に発生する残渣はできるだけ再資源化し、最終処分量を削減します。 

※ 市域における３Ｒの推進の計画については、「佐伯市一般廃棄物(ごみ)処理基本計 

画(第３章)を参照してください。 

 

◆ 職員の意識の向上及び行動の推進 

市の事務・事業は、市域からみても規模の大きい経済主体であり、エネルギーや資

源の消費、廃棄物の排出等に当たっては、市民や事業者に率先した環境配慮の行動を

とることが必要です。 

エコ推進員の配置、環境講座（職員研修）開催、省エネ啓発（主要施設の実績周知）

など、地球温暖化防止の一助となるよう職員の一層の意識向上を図り、継続的な環境

配慮の行動に努めます。 

 

第４章 目標等の達成に向けた取組方針 
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２ 具体的な取組 

 本計画の目的及び目標の達成に向け、次のとおり取り組みます。なお、市民サービ

ス等を主体としている機関については、市民サービスの質の確保との両立を図りなが

ら取り組むものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

≪省エネルギー対策≫ 

職員の環境配慮行動 各部署の建築・管理等に当たっての配慮 

【電気使用量の抑制】 

●電気使用実績の認識 

 

 

 

 

 

［空調］ 

●運転時期、時間の管理 

●室温の管理（冷房時 28℃・暖房時 20℃）

●未使用室の空調停止 

●クールビズ、ウォームビズの励行 

●出入口や窓の常時開放禁止 

●遮光・遮熱（ブラインド等の活用） 

●フィルターなどの清掃 

●吸込み口と吹出し口の前をふさがない 

 

 

【電気使用量の抑制】 

●再生可能エネルギー由来電気の導入 

●電気事業者の選択 

●電力平準化装置（蓄電池、蓄熱システム等）

の活用 

●電気使用量の実績把握と啓発 

 

［空調］ 

●空調機フィルターの定期的な清掃と交換

並びに補修点検 

●省エネルギー型空調設備への転換 

●断熱性の向上（高断熱ガラス・二重サッシ

の導入）、密閉性の確保 

●空調対象範囲の細分化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 下表の表示について ］ 

●(まる)  ： 直接的に温室効果ガスの排出抑制に資する取組 

■(しかく)： 間接的に温室効果ガスの排出抑制に資する取組 

※ 「間接的に温室効果ガスの排出抑制に資する取組」とは、市の事務・事業から排

出される温室効果ガスの排出量に直接、算定の対象となるものではありませんが、

社会全体で見て温室効果ガスの排出量を減らす効果がある取組です。 

次ページに続く 
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職員の環境配慮行動 各部署の建築・管理等に当たっての配慮 

［照明］ 

●昼休みの一斉消灯（必要な場所は除く。）

●使用しない部屋や部分の消灯（必要なエ

リア以外）と、間引き点灯（廊下等業務

に支障なければ間隔をあけて点灯） 

●自然光の活用（窓の前に物を置かない。）

 

 

 

 

［ＯＡ機器］ 

●退庁時及び長時間離席時の主電源オフ

（待機電力の遮断：コンセントを抜くか、

スイッチ付きタップの主電源をオフ） 

●定時退庁日の取組（ノー残業デー・ロー

残業デー等） 

●パソコンの省電力モード、ディスプレイ

の輝度調整などの活用 

●コピー機など、省電力モード等の活用 

 

［エレベーター］  

●階段利用の励行 

 

［その他電気製品］  

●省エネ管理の工夫 

 

 

 

［照明］ 

●照明器具・ランプの定期的な保守点検 

●LED 照明等、省エネルギー型器具に転換 

●自然光を取り入れる工夫（トップライトの

採用・部屋割り・窓や照明の配置等） 

●照明対象範囲の細分化（部分消灯が可能）

●人感センサーの導入 

●自動販売機の設置基準（負荷の少ない機

種や場所、配置の適正化など） 

 

［ＯＡ機器］ 

●省エネルギー型機器への転換 

●機器の適正配備（適正規模の選択等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［その他電気製品］ 

●省エネルギー型製品への転換（冷蔵庫・テ

レビ等） 

●製品の適正配備（適正規模の選択等） 

 

 

 

 

 
次ページに続く
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職員の環境配慮行動 各部署の建築・管理等に当たっての配慮

【燃料使用量の抑制】 

［ガス使用設備］ 

●ガス使用後の種火の止栓 

●湯沸かし器の適度な温度調節 

 

［重油・灯油使用設備］ 

●空調・ボイラー等の適度な温度調節 

●その他事業系設備の省エネ管理の工夫 

 

［公用車（ガソリン・軽油）］ 

●自転車・徒歩による近距離移動（近距離

移動の際は公用車の利用を控える。） 

●エコドライブ（経済運転）の徹底 

【エコドライブ 10 のすすめ】 

①やさしい発進 

②加減速の少ない運転 

 ③早めのアクセルオフ（エンジンブレー 

キの積極的使用） 

④エアコン使用をなるべく控えめに 

⑤アイドリングストップ（交通安全上、支

障のない範囲での停車時のエンジン停

止） 

⑥暖機運転は適切に（エンジンをかけた 

らすぐに出発） 

⑦道路交通情報の活用（渋滞や道路障害等

の情報を予めチェック） 

⑧タイヤの空気圧をこまめにチェック 

⑨不要な荷物を積まずに走行 

⑩駐車場所に注意（渋滞等をまねかないよ

う違法駐車の禁止） 

●ＷＥＢ会議の推進 

 

 

 

 

【燃料使用量の抑制】 

［燃料全般］ 

●省エネルギー型設備への転換 

●廃棄物発電エネルギーの利用 

 

 

 

 

 

［公用車（ガソリン・軽油）］ 

●点検・整備（タイヤ空気圧の調整・黒煙

排出状況の点検等） 

●車両の配置・台数の見直し 

●自転車の配備 

●次世代自動車（ハイブリッド自動車、電

気自動車、プラグインハイブリッド自動

車、燃料電池自動車等）の導入を推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【全般的なエネルギー使用量の抑制】 

●太陽光などの再生可能エネルギーの導入

●一般廃棄物の削減 

●ＥＳＣＯ事業（※）の導入検討 

●エネルギー管理標準（エネルギー使用設

備の管理マニュアル）の整備 

●指定管理施設への指示・要請 

 

 
 

(※)ＥＳＣＯ事業： 省エネルギーに関する包括的なサービスと省エネルギー効果の保証を受け
る事業。事業経費は、省エネルギー効果の一部（光熱水費の削減分）で賄
うのが特徴となっている。 
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≪省資源対策≫ 

職員の環境配慮行動 各部署の建築・管理等に当たっての配慮

［水使用量の抑制］ 

■日常的な節水の励行 

 

 

 

［紙使用量の抑制］ 

■庁内ＬＡＮの活用、ＦＡＸ送付状の省略

（職員間など） 

■両面印刷・両面コピー・縮小コピーの実施

■裏面（内部資料等）や使用済封筒の再利用

■印刷ミス防止（印刷プレビュー事前確認）

 

［ごみの減量・再資源化］ 

■ファイル・図面袋等の再利用 

■マイはし、マイボトル、マイカップの持参

■分別の徹底（ごみの減量・再資源化の推進）

 ①個人情報・機密情報文書 ②上記以外 

［水使用量の抑制］ 

■節水型製品（節水コマ・定量止水栓・流

水擬音装置等）の使用 

 

 

［紙使用量の抑制］ 

■会議資料のペーパーレス化（メールやプ

ロジェクターの活用）、集約化（両面印

刷・両面コピー・縮小コピーの徹底） 

 

 

 

［ごみの減量・再資源化］ 

■各部署等に分別ＢＯＸを設置 

■リサイクル回収の要請（トナーカートリ

ッジ等） 

 

 

 

 

 

≪物品購入の取組≫ 

職員の環境配慮行動 各部署の建築・管理等に当たっての配慮

［グリーン購入(※)の推進］ 

■適正購入（不要な調達防止） 

■詰替タイプや繰り返し使用物品等を選択 

■コピー・プリンタ用紙は原則全て「総合評

価値 80 ポイント」以上のものを選択 

 

■その他グリーン購入の観点から十分検討 

 

 

 

［グリーン購入の推進］ 

■グリーン購入の推奨 

 

 

 

 

 

総 合 
評価値 80 

数字が 
明記 

【表示例】

(※)グリーン購入： 価格や品質だけでなく、環境への負荷ができるだけ小さいものを優先的 
に購入すること。 
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１ 計画の推進体制 

本市では、省エネ法の改正(平成 22 年 4 月施行)に伴い、市長部局及び教育委員会が

経済産業省からそれぞれ「特定事業者(省エネ化を特に推進する必要がある事業者)」

の指定(平成 22 年 10 月)を受けました。指定後は、エネルギー使用量の把握や省エネ

化に向けた取組等(以下「省エネ法業務」という。)を実施していく必要があります。

そのため、本計画の取組の組織体制においては、省エネ法業務と一致する部分が多い

ことを考慮し、これらの取組を一体的に実施するため、全体を統括する管理組織の下、

市長部局と教育委員会の２つの実行組織を構築し、推進することとします。 

 

≪管理組織≫ 

管理組織 役割等 

市長 計画の総括者 

副市長 計画の副総括者(総括者を補佐) 

佐伯市省エネ・地球温暖化対策推

進本部(各部長等による検討組織) 

計画の進行管理(市役所全体の取組状況及び改善

に必要な措置等を協議) 

ワーキンググループ会議(関係職

員等による検討会議) 

佐伯市省エネ・地球温暖化対策推進本部の作業部

会 

 

≪実行組織≫ 

実行組織 

(市長部局、教育委員会) 
役割等 

市民生活部長 

教育部長 

計画の実行責任者 

※省エネ法のエネルギー管理統括者の職務も兼ね

る。 

各部長・局長・消防長 各部・局の総括者 

各課等の所属長 

(以下「各課長」という。) 

各課等内の取組推進責任者 

※施設を所管する各課長は、佐伯市エネルギー管理

規程に基づくエネルギー管理責任者の職務も兼ね

る。 

各課等の職員 各課長を実務的に補佐 

取組の実行 

エコ推進員 環境配慮行動面での意識啓発及び取組の率先実

行(各課等内に１名ずつ配置） 

 

 

第５章 計画の推進体制等 
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≪事務局≫ 

事務局 役割等 

市民生活部環境対策課 計画の総合的な庶務             

省エネ法業務(市長部局)に関する庶務      

※省エネ法のエネルギー管理企画推進者を環境対

策課内に配置 

教育委員会教育総務課 計画の教育委員会に関する庶務         

省エネ法業務(教育委員会)に関する庶務     

※省エネ法のエネルギー管理企画推進者を教育総

務課内に配置 

 

≪組織体制概要図≫ 

 

 

（構成：各部長・局長・消防長）

計画総括者

（市長）

計画副総括者

（副市長）

佐伯市省エネ･地球温暖化対策推進本部

（職員・エコ推進員）

ワーキンググループ会議

（構成：関係課長以下職員）

計画の実行責任者・部の総括者

（教育部長）

計画の実行責任者

（市民生活部長）

各部・局の総括者

（各部長・局長・消防長）

取組推進責任者

（各課長）

取組の実行等

・計画の教育委員会に関する庶務

（教育総務課）

取組推進責任者

（各課長）

取組の実行等

（職員・エコ推進員）

・計画の総合的な庶務

（環境対策課）

実
行
組
織
（
市
長
部
局
）

実
行
組
織
（
教
育
委
員
会
）

事務局

管理組織
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２ 職員等の研修・啓発 

 本計画に掲げられた取組を実践するのは、事務・事業活動を行う職員等であり、一人一

人の意識が重要な鍵となることから、研修及び啓発を行います。 

≪情報提供・啓発≫ 

・環境関連部署等からの庁内電子掲示板等を活用した情報提供及び啓発 

・エコ推進員の配置（各課１名）  

≪環境教育の導入≫ 

・職員等の研修会の実施（年複数回） 

 

３ 計画の進行管理 

 本計画で掲げた目的及び目標の達成に向け、取組の継続的な改善を図るため、環境マネ

ジメントシステムの考え方を取り入れたＰＤＣＡサイクルにより進行管理を行います。 

 

  
４ 公 表 

 本計画の内容及び進捗状況を毎年度、佐伯市環境白書（さいき 903 エコレポート）、佐伯

市ホームページ等により公表します。 

 

ACTION
見直し

PLAN
実行計画
（第４期）

CHECK
点検・評価

DO
取組の実行

【取組の実行：ＤＯ】

　　本計画の目的及び目標達成に向けた取組を各部署において実施します。

【点検・評価・ＣＨＥＣＫ】

【見直し：ＡＣＴＩＯＮ】

　実行が計画に沿っていない部分について、必要に応じた見直しを行います。

継続的な改善

【進行管理】

　温室効果ガス排出状況等を定期的に管理するとともに、庁内における横断検
討組織（省エネ・地球温暖化対策推進本部・ワーキンググループ会議）におい
て、進捗状況を点検・評価します。



 
資 料 編 

 

１ 佐伯市省エネ・地球温暖化対策推進本部設置規程 

２ 佐伯市エネルギー管理規程 

３ 佐伯市教育委員会エネルギー管理規程 

４ 佐伯市エコ推進員設置要綱 
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１ 佐伯市省エネ・地球温暖化対策推進本部設置規程 

平成 24 年 1 月 20 日 

市長決裁 

 （設置） 

第１条 エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号。以下この条において

「法」という。）及び地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号）に基づき、

本市が設置し、又は管理する施設（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2 第 3 項

に規定する指定管理者にその管理を行わせる公の施設を含む。）におけるエネルギー（法第 2条

第 1項に規定するエネルギーをいう。以下同じ。）の使用の合理化及び温室効果ガスの排出抑制

（次条においてこれらを「省エネ等」という。）に関し、適正かつ有効な対策を図るため、佐伯

市省エネ・地球温暖化対策推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 推進本部の所掌事務は、次のとおりとする。 

 （１） 省エネ等の基本方針の策定に関すること。 

 （２） 佐伯市地球温暖化対策実行計画（地球温暖化対策の推進に関する法律第 20 条の 3第 1

項の規定により、本市が定める地方公共団体実行計画をいう。）における温室効果ガス削

減目標の設定に関すること。 

 （３） 省エネ等の進行管理に関すること。 

 （４） 前 3号に掲げるもののほか、省エネ等に関し必要な事項 

 （組織） 

第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は、市民生活部長の職にある者をもって充てる。 

３ 副本部長は、教育部長の職にある者をもって充てる。 

４ 本部員は、佐伯市行政組織規則（平成 17 年佐伯市規則第 4号）第 3条第 1項に規定する部長

（市民生活部長を除く。）、局長及び消防長の職にある者をもって充てる。 

 （本部長及び副本部長） 

第４条 本部長は、推進本部を総理し、推進本部を代表する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるとき、又は本部長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

 （推進本部の会議） 

第５条 推進本部の会議（次項において「会議」という。）は、本部長が招集し、本部長が議長と

なる。 

２ 本部長は、必要があると認めるときは、会議に副本部長及び本部員以外の者の出席を求め、

その説明又は意見を聴くことができる。 

 

 （ワーキンググループ会議の設置） 

第６条 本部長は、第 2条各号に規定する事項（以下「特定事項」という。）について、個別具体
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的に調査し、研究し、又は検討するため、推進本部にワーキンググループ会議を設置する。 

 （ワーキンググループ会議の組織等） 

第７条 ワーキンググループ会議は、会長及び会員をもって組織する。 

２ 会長は、市民生活部環境対策課長をもって充てる。ただし、特定事項が教育委員会に関する

事項である場合においては、教育委員会教育総務課長の職にある者をもって充てる。 

３ 会員は、会長が指名する者をもって充てる。 

４ 会長は、必要に応じてワーキンググループ会議を開催するものとする。 

５ 会長は、ワーキンググループ会議の調査、研究又は検討の経過及び結果を本部長に報告しな

ければならない。 

 （庶務） 

第８条 推進本部及びワーキンググループ会議の庶務は、市民生活部環境対策課において処理す

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、特定事項が教育委員会に関する事項である場合においては、ワー

キンググループ会議の庶務は、教育委員会教育総務課において処理する。 

 （その他） 

第９条 この規程に定めるもののほか、推進本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別に定め

る。 

   附 則 

 この規程は、平成 24 年 2 月 1日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、平成 29 年 1 月 19 日から施行する。 

   附 則 

 この規程は、令和 4年 1月 6日から施行する。 
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２ 佐伯市エネルギー管理規程 

平成 24 年 2 月 1 日 

佐伯市訓令第 2号 

 （趣旨） 

第１条 この訓令は、エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号。以下「法」

という。）に基づき、本市が設置し、又は管理する施設（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）

第 244 条の 2 第 3 項に規定する指定管理者にその管理を行わせる公の施設を含む。第 5 条にお

いて単に「施設」という。）におけるエネルギー（法第 2条第 1項に規定するエネルギーをいう。

以下同じ。）の使用の合理化に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （エネルギー管理統括者） 

第２条 法第 8条第 1項に規定するエネルギー管理統括者（以下「管理統括者」という。）は、市

民生活部長の職にある者をもって充てる。 

 （エネルギー管理企画推進者） 

第３条 法第 9 条第 1 項に規定するエネルギー管理企画推進者は、市民生活部環境対策課の職員

をもって充てる。 

 （エネルギー管理員） 

第４条 法第 12 条第 1 項に規定するエネルギー管理員は、管理指定工場等（法第 10 条第 2 項に

規定する第1種エネルギー管理指定工場等又は法第13条第 2項に規定する第2種エネルギー管

理指定工場等をいう。）を所管する課等の職員であって、法第 9条第 1項各号のいずれかに該当

するものをもって充てる。 

 （エネルギー管理責任者） 

第５条 管理統括者は、各課等が所管する施設におけるエネルギーの管理を適切に行うため、各

課等にエネルギー管理責任者（以下「管理責任者」という。）を置くことができる。 

２ 管理責任者は、施設を所管する課等の職員のうちから管理統括者が指名する者をもって充て

る。 

３ 管理責任者は、施設におけるエネルギー管理標準（エネルギー使用設備の運転管理、計測・

記録、保守・点検等を行うに当たり定めた管理マニュアルをいう。）を定め、適正なエネルギー

の管理に努めなければならない。 

 （職員の遵守事項） 

第６条 職員は、管理統括者及び管理責任者の指示を遵守し、エネルギーの適正な使用に努めな

ければならない。 

 （その他） 

第７条 この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 この訓令は、平成 24 年 2 月 1日から施行する。 

   附 則(平成 25 年 4 月 30 日訓令第 6号) 

 この訓令は、平成 25 年 5 月 1日から施行する。 
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   附 則(平成 26 年 3 月 28 日訓令第 4号) 

 この訓令は、平成 26 年 4 月 1日から施行する。 

   附 則(平成 31 年 2 月 7日訓令第 1号) 

 この訓令は、平成 31 年 2 月 7日から施行する。 
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３ 佐伯市教育委員会エネルギー管理規程 

平成 24 年 1 月 31 日 

佐伯市教育委員会訓令第 1号 

 （趣旨） 
第１条 この訓令は、エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号。以下「法」

という。）に基づき、佐伯市教育委員会が設置し、又は管理する施設（地方自治法（昭和 22 年

法律第67号）第244条の2第3項に規定する指定管理者にその管理を行わせる公の施設を含む。

第 4条において単に「施設」という。）におけるエネルギー（法第 2条第 1項に規定するエネル

ギーをいう。以下同じ。）の使用の合理化に関し、必要な事項を定めるものとする。 
 （エネルギー管理統括者） 
第２条 法第 8条第 1項に規定するエネルギー管理統括者（以下「管理統括者」という。）は、教

育部長の職にある者をもって充てる。 

 （エネルギー管理企画推進者） 
第３条 法第 9 条第 1 項に規定するエネルギー管理企画推進者は、教育委員会教育総務課の職員

をもって充てる。 

 （エネルギー管理責任者） 
第４条 管理統括者は、各課等が所管する施設におけるエネルギーの管理を適切に行うため、各

課等にエネルギー管理責任者（以下「管理責任者」という。）を置くことができる。 
２ 管理責任者は、施設を所管する課等の職員のうちから管理統括者が指名する者をもって充て

る。 
３ 管理責任者は、施設におけるエネルギー管理標準（エネルギー使用設備の運転管理、計測・

記録、保守・点検等を行うに当たり定めた管理マニュアルをいう。）を定め、適正なエネルギー

の管理に努めなければならない。 
 （職員の遵守事項） 
第５条 職員は、管理統括者及び管理責任者の指示を遵守し、エネルギーの適正な使用に努めな

ければならない。 
 （その他） 
第６条 この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
   附 則 
 この訓令は、平成 24 年 2 月 1日から施行する。 
   附 則(平成 26 年 3 月 25 日教委訓令第 2号) 

 この訓令は、平成 26 年 4 月 1日から施行する。 

   附 則(平成 31 年 2 月 20 日教委訓令第 1号) 

 この訓令は、平成 31 年 2 月 20 日から施行する。 
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４ 佐伯市エコ推進員設置要綱 

平成 21 年 6 月 25 日 

市長決裁 

（目的） 

第１条 この要綱は、市職員の地球温暖化問題に対する一層の意識の向上を図ることにより、市

が自ら行う事務・事業に伴う温室効果ガスの排出抑制を目的とした佐伯市地球温暖化対策実行

計画の更なる推進を図り、ひいては、市職員が地域における地球温暖化対策の模範的存在とな

ることで、市域の地球温暖化対策推進の一助となることを目的とする。 

 （佐伯市エコ推進員） 

第２条 佐伯市エコ推進員（以下「推進員」という。）は、各課等に 1名置くものとし、市長が委

嘱する。 

２ 推進員は、各課等の長（以下「所属長」という。）が、推進員とするにふさわしいと判断し、

指名した者をもって充てる。 

３ 各課等において、分室、保育園、技術支援員等の出先機関がある場合または、課員が多い場

合において、所属長が必要と認める場合は、推進員の補助員（以下「補助員」という。）を置く

ことができる。 

 （任期） 

第３条 推進員の任期は、毎年度 4月 1日から翌年の 3月 31 日までの 1年間とし、2期連続して

の再任は不可とする。ただし、推進員が人事異動により、新たな所属先において、所属長から

指名された場合は、この限りでない。 

 （所掌事務） 

第４条 推進員の所掌事務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

 （１）佐伯市地球温暖化対策実行計画の推進に関すること。 

（２）月間目標及び課別目標の啓発・推進に関すること。 

 （３）研修会に関すること。 

 （４）その他課員への地球温暖化防止等の意識啓発に関すること。 

（月間目標等） 

第５条 各課等内の地球温暖化対策の効果的な推進を図るため、月間目標及び課別目標を定める。 

２ 月間目標は全課統一の目標として月ごとに、課別目標は四半期ごとにそれぞれ定める。 

３ 月間目標は環境対策課が定める。 

（報告） 

第６条 推進員は、研修会への参加者をとりまとめ、環境対策課へ報告する。 

 （庶務） 

第７条 推進員に関する庶務の総括は、環境対策課において処理する。 

 （補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進員に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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   附 則 

この要綱は、平成 21 年 7 月 21 日から施行する。 

この要綱は、平成 25 年 5 月 1日から施行する。 

この要綱は、平成 31 年 4 月 1日から施行する 
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